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7.都市計画－6.景観と都市デザイン 都市計画  

地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律 助成制度 助成額 助成対象範囲 審査体制 

1 はじめに                     

1-1 研究の背景 

文化財保護法では,国や市町村が定める文化財のみ

が,保全対象となっているが,まちなみや景観などは,

歴史的関連性や地域的関連性に基づき,文化財だけで

なくそれらの周辺も含めた一体として捉え保全するこ

とが重要であるとされる 1)。このような考えに基づき

「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法

律」(以下,歴まち法)が 2008年に施行された。この法に

より,歴史的風致注 1)と定義されれば,重要伝統的建造物

群保存地区(以下,重伝建)として選定されなくとも,当

該地域に対し,歴史的建造物が集中する地区の修景補

助等の面的な支援が可能となった。 

一方で,歴まち法は,文化財保護法と異なり,開発行

為に制限を加えることを目的としていない。そのため,

歴まち法に基づく歴史的風致維持向上計画(以下,歴ま

ち計画)を策定する一部の自治体は,修景補助等の面的

な支援を行うために独自の助成制度を設けるなどして,

開発行為に対する制限を図っている。 

しかし,松本ら 2)によると,景観保全と歴史的建造物

保全に要する助成制度の費用拡充のために歴まち計画

は策定される傾向にあるとされており,助成制度には,

財政難や助成の可否判断の客観的公平性の確保 3)など

の課題も指摘されている。 

また,重伝建制度による助成は,重要伝統的建造物群

保存地区保存等事業費国庫補助要項 4）に基づき行われる。

このため,重伝建に選定された地区では,助成対象範囲

や助成金交付までの課程,助成金額の算出方法は確立さ

れている。しかし,歴まち計画を策定していても独自の

助成制度に取り組む自治体は,それぞれ伝統に要綱等を

制定しているため,助成対象範囲や助成金交付までの課

程,助成金額の算出方法は自治体により異なる。そこで,

重伝建には選定されていないが,歴まち計画と独自の助

成制度を設けて助成事業を行う自治体が,どのような助

成制度を設けて歴史的まちなみを保全しようとしてい

るのかを明らかにする必要がある。 

助成制度に関する研究として,林ら５)は,東海 4 県の

景観行政団体を対象に助成制度の課題を抽出している。

また,豊島ら６)は, 金沢市を対象に助成制度の課題を抽

出している。しかし,どちらも一部地域に限定されてお

り,全国的な助成制度の傾向は言及されていない。 

1-2 研究の目的 

本研究では,1-1 で述べた背景に基づき,全国の重伝

建には選定されていないが,歴まち計画と独自の助成

制度を設け助成事業を行う自治体を研究対象とする。

また,それら自治体の修景や改修などに関する助成制

度の助成額や,審査体制などの傾向を分析する。 

さらに,大分県竹田市をケーススタディとし,運用中

の助成制度の課題を明らかにすることを目的とする。 

全国的な助成制度の制定内容に関する知見は,今後

助成制度の制定・改定を試みる自治体にとって有益で

あると考える。 

2 研究の方法                    

本研究では,重伝建には選定されていないが,歴まち

計画と独自の助成制度により助成事業を設けている全

国の 17 自治体を対象とする。また,これらの自治体に

おける助成制度の「助成上限額」「助成対象範囲」「審査

体制」の傾向を明らかにする (3 章)。さらに,17 自治体

の 1 つである大分県竹田市城下町地区をケーススタデ

ィし,同地区の景観整備,景観の審査に携わる者を対象

に,ワークショップを行うことで,助成制度の運用上の

課題を明らかにする(4 章)。加えて,3 章と 4 章の結果を

比較することで,現状の竹田市城下町地区の助成制度の

課題を明らかにする(5 章)。 

3 全国的な助成制度の傾向              

本章では調査対象となる 17 自治体の「審査体制」と
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「助成対象範囲」を類型化する。そして,

審査体制タイプごとに助成対象範囲設

定と助成上限額の傾向を明らかにする。 

助成金交付に至るまでのフローチャ

ート(図 1)から,審査体制を 6 タイプに

類型化した。次に,助成対象範囲と建築

物指定制度注 2)の有無に基づき,助成対象

範囲内の区域設定を 5つの種類に分類し

た。具体的には,助成対象範囲内に,助成上

限額が異なる範囲が 3 つ設定されている

ものを最重点助成区域設定,助成上限額が

異なる範囲が 2 つ設定されているものを

重点助成区域設定,助成上限額が一律なも

のを一般助成区域設定とした。 

６つの審査体制タイプごとに,助成対

象範囲・建築物指定制度の有無の組み合

わせと「建築物」「工作物」注 3）の助成上

限額を表 1 に示す。 

【審査体制タイプと助成対象範囲】いず

れの審査体制タイプも複数の種類の助

成対象範囲がみられることから,審査体

制と助成対象範囲に傾向は確認できな

かった。 

【審査体制タイプと助成上限額】申請前

助言×適宜助言タイプに分類される 5自

治体の助成上限額に着目すると,伊賀市以外の 4自治体

が助成対象とする全項目で助成上限額が平均以下であ

った。特に白河市,村上市では,助成上限額が全国平均

の 50％を下回る項目が３項目以上存在することがわか

った。 

一方で,内部完結タイプに分類される 5自治体の助成

上限額に着目すると,山鹿市以外の 4自治体が助成対象

とする項目で少なくとも 1 つは平均以上であった。特

に松江市,斑鳩町では,助成上限額が全国平均の 180％

以上の項目が各 4 項目存在することがわかった。 

つまり,申請前助言×適宜助言タイプの自治体は,助

成上限額を低く設定する傾向にあるといえる。これは,

表１ 対象自治体の審査体制タイプごとの助成対象範囲と助成上限額  

                                    

     

    
                 

     

        
                    

     

    
                

     

        
                   

     

    
                    

     

        
                    

     

    
                  

     

        
                 

     

    
                

     

        
              

     

    
                  

     

        
                      

     

    
                

     

        
                

     

    
               

     

        
              

     

    
                               

     

        
                                    

     

    
                    

     

        
                     

     

    
               

     

        
                 

     

    
              

     

        
                

     

    
                       

     

        
                        

     

    
                        

     

        
                         

     

    
                    

     

        
                        

     

    
                     

     

        
                        

     

    
                  

     

        
                    

                                         

 

 

 

  

      

 

 

 

  

       

     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

       

     

 

 

 

  

       

     

 

 

 

  

       

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

       

     

 

 

 

  

       

     

 

 

 

  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

      

 

 

 

  

      

 

 

 

  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

      

 

 

 

  

      

 

 

 

 

 

 

  

      

  

       

     

 

 

 

  

       

     

  

  

   

 

 

 

       

      

     

     

      

                                      

図 1 助成金交付決定までの審査体制 
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助成金交付決定までに設計者,行政,専門家などを交え

た意見交換を行う機会が複数あるため助成金額ではな

く,指導や助言によって景観形成を図っているためで

あると推察される。 

一方,内部完結タイプに分類される自治体は,助成上

限額を高く設定する傾向にあるといえる。これは,助成

金交付までの処理がすべて担当課内で完結するため,

助成の可否が判断しやすいガイドラインや,助成金額

を高額に設定することにより,景観形成を図っている

ためであると推察される。 

最後に,審査前助言タイプ,審査会タイプ,審査時助

言タイプはどのタイプも助成上限額は全国平均と比べ,

高額・低額な設定がともにみられた。そのため,これら

の審査体制と助成上限額には,傾向がみられなかった

といえる。しかしこの結果は,各自治体が意図をもって制

度を制定しているためであると推察される。 

【顕著な助成制度の制定内容がみられる自治体】表１

より,調査対象である 17 自治体の中で,助成対象範囲内

で,助成上限額別に定められた範囲が 2つ設定されている

最重点助成区域設定かつ,建築物指定を有する自治体は,

大分県竹田市のみであった。さらに,助成上限額に着目

しても,竹田市が助成対象とする 9 つの建築物・工作物

に対する助成上限額のうち 7 つで助成上限額が全国平

均の 100％以上である。よって,竹田市の助成制度は,全

国の助成制度と比較して,きめ細やかな範囲設定かつ手

厚いものであるといえる。 

本章より,審査体制に「申請前助言×適宜助言タイ

プ」と「内部完結タイプ」を採用する自治体は,建築物・

工作物に対する助成上限額にそれぞれ傾向が見られ

た。一方で,その傾向を除くと,全国的な傾向は特に見

られなかった。 

4 竹田市の助成制度の課題             

4-1 ガイドライン運用に関するワークショップの概要 

竹田市の景観の審査に携わる修景事業審査委員と景

観審議会委員,助言や設計・施工を担う竹田まちなみ

会, 行政として景観の整備・保全に携わる大分県豊後

大野土木事務所,竹田市建設課の職員計 14 名を対象に

ワークショップを実施し,ガイドラインの運用上の課

題とそれに対する改善案を集計した。ワークショップ

の概要は表 2 に示す。 

4-2 ワークショップでみられた運用上の課題 

ガイドラインの運用上の課題についての関係者別意

見を図 4に示す。また,課題に対する改善案を表 3に示す。 

図 4 より,全体的な意見分布は,「基準」に関する課題

が最も多く(27 件),当項目が重要視されていることが

わかる。具体的には,「新素材や新築に対応した基準が

無い」「建造物の建築年代に合わせた基準がない」とい

った課題が確認された。これより,現行の助成制度は,

新しい材料や建物の建築年代に応じた基準を設けるなど

未規定事項についての新たな基準を設ける必要がある。 

次に,施工者が指摘した課題(図 4：黄)のうち,各項目

の過半数以上を占めたのは「費用」(67％),ガイドライ

ンの「体裁」(60％),「範囲」(75%)についてであった。

具体的には,修景材料や工法に対する助成額の変更や，

城下町内でさらに重点的な助成対象区域を設定するな

表 2 ガイドライン運用に関するワークショップの概要 

日
 

    年  月  日   ：  ～  ：      年  月  日   ：  ～  ：  

場
所

竹田市城下町交流プラザ　多目的ホール 竹田市公民館竹田分館（旧一味楼） 階大広間

修景事業審査委員 名/竹田まちなみ会 名

/竹田市建設課 名

修景事業審査委員･景観審議会委員･

竹田まちなみ会 名/竹田市建設課 名

計 名/ 班 計 名/ 班

 
容

   ガ ドラ ン運用に関するワークショッ 

参
加
者

「竹田地区街並み形成景観・修景ガイドライン」を助成審査で運用する際の課題と

それに対する提案について意見を出す

表 3 指摘された課題に対する改善案 
改善案

重点的に助成を行う特定の通り/エリアを定める

勉強会の開催/費用のかからない修景から推奨

費用

空き地/駐車場の通路側には,門/塀の設置/建物側面の修景

/ベンチの設置
空き地

 裁

項目

補  

に関する案

地 特性

に関する案

新素材への対応/非木造など新構法への対応

/新築に対する基準作成/建築年代に合わせた基準作成

/城下町のエリアごとの基準作成/伝統的建造物群保存地区指定

を目指した基準設定/規範となる近代の建築物の選定

定性的ではなく具体的な基準作成/色彩・素材の指定（色彩は

系統を指定）/基準の中での優先度設定/強制力のある基準

水路等土木構造物に対する基準作成/緑化に対する基準作成

/緑化を促す基準作成

 素材による補助額の変更/全体的な助成額の増額

/建物の歴史的な価値を考慮した助成率の決定

地域特性を反映した構法の補助増額

/特定の構法以外の補助減額

  

住民意識

   

構造 

に関する案

運用

に関する案

環境

に関する案

修景事例/写真の掲載/地域特性を反映した構法の説明(歴史等

の明記)/助成審査フローの記載

基準

図 4 現状の助成制度の運用上課題が指摘された項目 
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どの課題が確認された。つまり,施工者は施工水準の向

上や助成額といった制度設計上の観点からの意見を提

示する傾向にあるといえる。 

一方,審査員が指摘した課題(図 4：青,水色)のうち,各

項目の過半数以上を占めたものは「基準」(審査員①19%

審査員②33％)に関する課題であった。具体的には,新築

に対する基準がないことや,定性的な基準が多いことに

対する指摘が確認された。つまり,審査員はガイドライ

ンについての意見を提示する傾向にあるといえる。 

これらより,現状の助成制度の課題に関して施工者

と審査員の間で重要視する項目に相違が存在すること

を確認した。 

また,表 3 よりガイドラインの「体裁」に関する意見

も少数(5 件)ではあるが確認された。助成制度を運用す

る上で,ガイドラインの基準の理解度を向上させるた

めに,修景事例,基準が設けられた経緯を記載するなど

の体裁を工夫することも重要であるといえる。 

最後に,表 3 に示す改善案の中には,「重点的に助成

を行う通りを定める(範囲)」などの助成制度内に既に

規定されている事項に関する課題も散見された。これ

は,助成制度の制定内容について,周知不足が原因であ

るといえる。そのため助成制度の見直しの際には,提言

の精査が必要であり,定期的な景観整備に関する勉強

会の開催等の景観の整備・保全に携わる方々を含む市

民が制度について学ぶ機会も必要であると考える。 

5 全国的な傾向からみる竹田市の助成制度の課題    

【制度上の課題】3 章より大分県竹田市は,最重点助成区

域設定×建築物指定を採用している唯一の自治体である。

また,助成上限額に関しても,竹田市の 9 つの助成対象項

目のうち 7つの項目で全国平均を上回っていることから、

助成額が高額に設定される傾向があるといえる。 

よって「助成上限額」「助成対象範囲」「審査体制」は，

全国水準以上であるといえる。 

【運用上の課題】4 章より，「基準」「費用」「空き地」

ガイドラインの「体裁」「範囲」「住民意識」に関する課

題が確認された。特に,「基準」に関する課題が最も多

く,新しい材料や建物の建築年代に応じた基準を設け

るといった未規定事項についての新たな基準作成など

の課題があるといえる。 

【助成制度改定の方向性】竹田市の助成制度は,「助成

上限額」「助成対象範囲」「審査体制」ではなく,ガイド

ラインにおける基準の不足など,運用上に課題があり,

これらを解決するための改定が必要であるといえる。 

6 総括                           

 本研究は,全国の重伝建には選定されていないが,歴

まち計画と独自の助成制度により助成事業を設けてい

る全国の 17 自治体を対象とし,全国の助成制度の「助

成上限額」「助成対象範囲」「審査体制」の傾向を明らか

にした。さらに,大分県竹田市をケーススタディとし,

運用中の助成制度の課題を明らかにした。 

【全国の助成制度の傾向】申請前助言×審査時適宜助言

タイプの自治体は,助成上限額を低く設定する傾向がみら

れた。また，内部完結タイプの自治体は,建築物・工作物

に対する助成上限額を高く設定する傾向が見られた。一方

でそれ以外の全国的な傾向は見られなかった。 

【大分県竹田市の運用中の助成制度の課題】竹田市の

助成制度は,「助成上限額」「助成対象範囲」「審査体制」

は全国水準以上である。また,新しい材料や建物の建築

年代に応じた新たな基準が不足しているため,それら

の基準を設けるといった改定が必要であるといえる。 

 

補注】 

注1) 「歴史的風致の維持及び向上に関する法律」は,地域における

人々の活動やそれに関わる習慣などの無形の要素と,その活動

の舞台となる建造物や周辺環境などの有形の要素が一体となっ

た状態を「歴史的風致」と定義している。 

注2) 自治体が伝統的な様式を持つと定めた建築物の外観を維持・修

理するための費用の重点的に助成する助成する制度 

注3) 建築物・工作物にのみ着目して調査を行った理由は,調査対象と

した 17 自治体全てがこの 2 項目を助成対象としていたからで

ある。 

注4)  
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